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（National Action Plan on Business and Human Rights：NAP）である。欧州各国による NAP 策定が
先行する一方，タイ政府が 2019 年 10 月に初のアジア地域における国として NAP を閣議決定し公表
した。本稿では，なぜタイがアジア地域において最初に NAP を策定するに至ったのか，その過程を
分析し，タイ NAP 策定の意義，その意義を具現する NAP の内容の特徴を分析する。軍事政権下にあっ
たタイは，国連人権理事会における普遍的定期的レビューを逆手に取り，EU 市場に応え，かつ
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「ビジネスと人権に関する国連指導原則」にもとづくタイの国家行動計画の策定
Plan on Business and Human Rights：NAP） で
ある。























の NAP については De Felice and Graf［2015］，
ICAR ,  ECCJ  and  De jus t i c i a［2017］や




































同 WG は 2014 年第 69 回国連総会に各国政
府に NAP 策定を促す報告書を提出した（注8）。
そこで示された NAP の基底となるべき原則と





















加盟国に促した。2013 年 9 月にイギリスが世
界に先駆けて NAP を策定，公表した。続いて




て の NAP 策 定 国 と な っ た。NAP 策 定 は，
2015 年の G7 エルマウ・サミット首脳宣言（注10）






























































ナ ー・ ト ン テ ィ ラ ボ ン（Prakairatana 
Thontiravong）率いるタイの代表団の積極的な
動きが見聞された。





を緒とする。2016 年 5 月に開かれた第 25 会期











第一次国家計画」（1st National Action Plan on 
























2018 年 3 月 19 日にそれらの関係者を追加した






行い，2018 年 6 月 27 日から 2018 年 7 月 31 日
にかけてパブリックコメントを募った。2018






ドラフトから改良された NAP 案が 2019 年 2
月 15 日から 3 月 15 日までパブリックコメント
にかけられ，そのフィードバックを考慮の上，
修正された NAP が法務省から内閣に提出され
た。2019 年 10 月 29 日タイにおけるビジネス
と人権に関する最初の国家行動計画が閣議決定
























EU は 2014 年ではそれぞれ 2 位，3 位であり，
2015 年および 2016 年ではアメリカは 1 位，
EU は 3 位である。輸出入総額としても EU は
タイにとって中国，日本に次ぐ第三の貿易相手
国であり，貿易総額のおよそ 10% を占める［ア















2016 年 5 月国連人権理事会第 25 会期におい













2019 年 3 月に国連人権理事会に提出された
進捗報告では，2016 年 11 月に NAP 委員会が













る。そして，2018 年 3 月 26 日から 4 月 4 日の
ビジネスと人権国連 WG の招聘についても，
同 WG からタイ政府の強い政治的意思を評価
されたこと，同 WG の助言を NAP 作成に活か
すこと，同 WG のタイ王国訪問の公式報告書













スと人権国連 WG が NAP 策定を勧告して以降，
ASEAN 各国の UPR において指導原則の実行
について言及されているのは，2016 年 1 月の


















が UPR の勧告を受け入れ NAP 策定に注力し
たのは異例であると同時に，タイがその機会を
大いに活用したことが看取される。2019 年 11



















































































































































































































































































































































































































































































































































年第 15 回 ASEAN 首脳会議によって設立され
た AICHR は，その 5 カ年計画（2010 ～ 2015 年）
において最初のテーマ別調査の対象として，
CSR と人権，ビジネスと人権を取り上げ，
2014 年に CSR と人権に関するベースラインス
タディを作成した［AICHR 2014; 鈴木 2016］。

















のフォローアップとして， 2016 年 11 月には
ASEAN 地域における CSR と人権に関する戦
略（ASEAN Regional  Strategy to Promote 










シ ョ ッ プ：ASEAN に お け る NAP の 推 進 」
（Regional Workshop on Business and Human 
Rights: Moving Ahead with NAPs in ASEAN）が
開催され，ビジネスにおいて人権尊重を推進す











国 の 現 状 と 課 題 が 議 論 さ れ た。 そ の 後 も
AICHR によってワークショップが継続的に開


















（Strategic Framework on a National Action Plan 
on Business and Human Rights for Malaysia）を
2015 年 3 月にまとめた（注18）。それを歓迎する形
でマレーシア政府は作成にコミットメントを示
したが，その後の動きは滞った。2019 年 6 月
24 日に法務大臣が NAP 策定のプロセスを開始
する閣議決定を表明したが目立った進展は見ら
れない（注19）。










は 2013 年頃から NAP 策定を政府に促してい
た。2014 年 11 月にハノイで開催された第 14
回非公式 ASEM 人権セミナー「ビジネスと人





年 6 月にドゥテルテ政権になってから NAP 策
定への政府のコミットメントはまだない。
2009 年第 15 回 ASEAN 首脳会議によって設



























を加速させたのである。そして 2019 年 3 月に
は選挙が行われ，クーデター首班であったプラ

















タイの NAP は 4 つの章から構成されている。
第 1 章は導入として，ビジネスと人権に関する









げられ，当該 NAP と第 12 次経済社会開発計
画等の他の国家計画や政策との関連性が説明さ




義務，第 2 の柱の企業の責任および第 3 の柱の
救済へのアクセスの 3 つのパートから構成され




第 1 の柱の国家の義務と第 3 の柱の救済へのア





省庁および関連機関は 36 におよぶ。第 4 章は，
行動計画の実行，運営，モニタリングならびに
短期および長期の評価のメカニズムについて明
記している。評価は 2019 年から 2020 年，2021
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表 2　タイ NAP における優先 4 分野別担当省庁
担当省庁名 労働 コミュニティ・土地・天然資源・環境 人権擁護者 越境投資・多国籍企業
労働省 21 0 1 0
法務省 4 7 8 3
内務省 4 11 3 2
工業省 2 8 2 3
天然資源・環境省 0 10 1 4
外務省 4 0 3 6
社会開発・人間安全保障省 5 3 2 0
法務長官事務所 1 3 5 1
タイ警察 5 0 4 0
国家経済社会開発評議会事務所 0 3 1 4
公衆衛生省 4 0 2 0
農業・協同組合省 1 4 1 0
運輸省 0 3 1 1
商務省 0 1 2 2
証券取引委員会 1 0 1 2
エネルギー省 0 2 1 1
財務省 0 0 1 3
国防省 0 0 3 0
司法裁判所 0 0 3 0
タイ投資委員会（BOI） 0 0 1 2
近隣諸国経済開発協力機関 0 0 1 2
文官公務員委員会 1 0 1 0
国家安全保障会議事務局 1 0 1 0
教育省 1 0 1 0
デジタル経済社会省 1 0 1 0
土地銀行 0 1 1 0
東部経済回廊（EEC）委員会 0 0 1 1
タイ証券取引所 0 0 1 1
商務・工業・銀行合同委員会
（JSCCIB） 0 0 1 1
タイ銀行 0 0 1 1
タイ輸出入銀行 0 0 1 1
中小企業銀行 0 0 1 1
中小企業振興事務所 0 0 1 1
（出所）タイ「ビジネスと人権に関する第一次国家計画（2019-2022）」より作成。
（注）省庁名は NAP に策定されている政策・措置・取り組みの多い順。






2014 年 6 月にはアメリカ国務省人身取引報告





て 2014 年 6 月国際労働機関（ILO）総会にお
いて強制労働条約（ILO 第 29 号）の議定書（補
足的措置）勧告（第 203 号）が採択された際には，
タイのみが反対票を投じてさらなる批判に晒さ





2016 年 5 月の UPR に前後して，タイは国際
社会にアピールすべく取り組みを重ねていく。
同年 3 月 24 日に 2006 年の職業上の安全および
健康促進枠組条約（ILO 第 187 号）を批准，同
年 6 月 7 日に 2006 年の海上の労働に関する条
約（改正）を批准，同月 13 日に 1958 年の差別
待遇（雇用および職業）条約（ILO 第 111 号）を
批准した。同月 29 日に公表された 2016 年度版
アメリカ国務省人身取引報告書においてタイは
Tier 3 から Tier 2 Watch に引き上げられた。
さらに 2018 年 6 月 4 日タイ政府は首都バン
コクでビジネスと人権への取り組みを披露した
セミナー開催直後に，2014 年の採択に反対し
た強制労働条約（ILO 第 29 号）の議定書（補足
的措置）勧告（第 203 号）を批准した。同月 29
日公表の 2018 年度版アメリカ国務省人身取引
報告書においてタイは Tier 2 Watch から Tier 




同月 EU は，2015 年 4 月以来タイの水産業に
出し続けていたイエローカードを解除した（注24）。
行動計画においては，第 1 に 1949 年の団結






































イシューは，2016 年 5 月における UPR，2017











































































































































































































































































































































内務省 / 工業省 2019-2022
（出所）タイ「ビジネスと人権に関する第一次国家計画（2019-2022）」より抜粋、作成。




























































分析は Aaronson and Higram［2013］など。
（注2）　https://www.ohchr.org/EN/Issues/
Business/Pages/NationalActionPlans.aspx（2020
年 3 月 11 日アクセス）。
（注3）　 R E S P O N S I B L E  B U S I N E S S 
CONDUCT　FIRST NATIONAL ACTION 
PLAN FOR UNITED STATES OF AMERICA 
December 16, 2016 https://mk0globalnapshvllfq4.
kinstacdn.com/wp-content/uploads/2017/10/
NAP-USA.pdf　（2020 年 3 月 11 日アクセス）。
（注 4）　韓国は 2018 年 8 月に公表した「第 3








駐タイ EU 大使が「タイがアジアで初の NAP を
策定したことを祝う」と2019年10月31日にツイー
トしている。https://twitter.com/PirkkaTapiola/





（注9）　A Renewed EU Strategy 2011-14 for 


































view?pli=1　（2020 年 3 月 11 日アクセス）。
（注 19）　http://www.bheuu.gov.my/pdf/
u c a p an /TEKS%20UCAPAN%20YBM/
Ucapan%20YBM.pdf（2020 年 3 月 11 日アクセス）。
（注 20）　https://mk0globalnapshvllfq4.
kinstacdn.com/wp-content/uploads/2017/11/
nap-indonesia.pdf（2020 年 3 月 11 日アクセス）。






には，EU および ASEAN 各国のみならず，日
本（在ベトナム大使館），韓国（国家人権委員会）
などから参加があった。https://www.asef.org/
images/docs/S ide -event%20 -%2020%20
November%20-%20NAPs%20Business%20
and%20Human%20Rights.pdf（2020 年 3 月 11
日アクセス）。
（注 22）　タイ国家人権委員会議長は 2017 年 3
















































（注 28）　2018 年時点。外務省サイト https://
www.mofa.go.jp/mofaj/area/thailand/data.
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Abstract
Thailand’s National Action Plan Based on UN 
Guiding Principles on Business and Human Rights: 
Why Did Thailand Become the First Asian Country 
to Launch Its NAP?
Miwa Yamada
　　The UN Guiding Principles on Business and Human Rights were unanimously endorsed by the 
UN Human Rights Council in 2011. To implement the Guiding Principles, governments of countries 
worldwide have drafted and launched their own national action plans on business and human rights 
(NAP), which consist of policy documents aimed at protecting human rights and ensuring that com-
panies fulfill their responsibility to respect human rights. Although many European countries had al-
ready published their NAPs, no Asian country had until Thailand drafted and launched its NAP in Oc-
tober 2019. This article discusses the background and process behind the drafting of Thailand’s NAP, 
investigates the reason why Thailand became the first country in Asia to do so, and discusses the sig-
nificant features of the NAP and the policy measures it contains. During its military-led administra-
tion, which was criticized in a Universal Periodic Review by the UN Human Rights Council, Thailand 
took the development of its NAP as an opportunity to respond to demand from the EU market. Fur-
ther, Thailand utilized the process of making its NAP to display its leadership among ASEAN mem-
ber states. Thailand’s NAP directly addresses the issues for which Thailand has been criticized. Its 
uniqueness as an investment-hosting state is reflected in its policy measures on cross-border invest-
ment and multinational enterprises.
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